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2021 年３月１日施行の会社法の一部を改正する法律（令和元年法律第 70 号）の第 361 条第７項の規定に

より、株主総会決議に基づく取締役の報酬等について、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を定

めることが求められていることから、下記のとおり決定方針を決定いたしました。 

記 

１． 基本方針 

当社の取締役の報酬等については、当社の業績の持続的な向上及び企業価値の最大化に向け、取締役

に対するインセンティブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の

報酬等の決定に際しては、その職位や職責等に基づき支給額を検討し、適正な水準とすることを基本方

針とします。 

具体的には、業務執行取締役の報酬等は、固定報酬としての基本報酬と事業年度ごとの業績に連動す

る業績連動報酬等により構成するものとします。また、監督機能を担う社外取締役には、その職責や職

務及びその他諸般の事情等を勘案し、必要に応じて基本報酬のみ支給します。 

 

２． 基本報酬(金銭報酬)の個人別の報酬等の額の決定に関する方針 

(報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。) 

当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責及び担当職務、各期の業績とそれに対

する貢献度のほか、当社従業員給与の水準、同業他社の水準や一般統計情報等に基づく業界全体の水準

等を総合的に勘案して算定した個人別の固定報酬の額を、社外取締役を含む取締役会で審議・検討の上

で決定します。 

 

３． 業績連動報酬等の内容及び額または数の算定方法の決定に関する方針 

(報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。) 

業績連動報酬等は、事業年度ごとの業績向上に対する貢献意欲を高めるため、業績指標（KPI）を反

映した現金報酬とします。各事業年度の個別営業利益額の４％を上限として、過去の支給実績を踏まえ

て算出された額を基礎とし、各取締役の基本報酬や役位、職責等を総合的に勘案して算定した個人別の

賞与額を、社外取締役を含む取締役会で審議・検討の上で決定し、毎年８月に支給します。目標となる

業績指標とその値は、適宜、環境の変化に応じて見直しを行うものとします。 

 

４． 金銭報酬の額、業績連動報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針 

当社は、今後ますます技術革新が進む光産業において、皆様の「暮らし」のさまざまな分野を支える

「光技術」の弛まぬ革新と価値ある「光ソリューション」を提供するシグマ光機グループの「ものづく

り」で社会に貢献することを経営理念としています。そのため、中長期的な視点での業績向上及び企業

価値の最大化を目指す経営を取締役に求めていることから、取締役の報酬についても基本報酬に重きを

置いた報酬体系とすることが適切であると考えます。 



これらを踏まえて、業務執行取締役の種類別の報酬割合については、基本報酬及び業績連動報酬等の

総額を100としたときに、業績連動報酬等の額が30となることを目安として設定します。なお、業績連

動報酬等は各事業年度の個別営業利益額を基に算定されるため、報酬割合は目安どおりとならない場合

があります。 

 

５． 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項 

個人別の報酬額については、代表取締役社長の指示のもと、独立社外取締役を含む取締役、監査役、

執行役員の中から選定された3名以上の委員と管理本部長並びに総務部長により構成される任意の報酬

委員会が、上記の報酬割合を踏まえて、基本報酬又は業績連動報酬等の額及び個人別の報酬等の内容に

ついての報酬案を作成し、管理本部長より取締役会に上程します。取締役会は、報酬委員会が作成し管

理本部長より上程された報酬案について審議・検討し、種類別の報酬額の範囲内で取締役の個人別の報

酬等の内容を決定します。 

以上 


